
議案第２５号

平 成 ２８ 年 度

長 与 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

長 崎 県 西 彼 杵 郡 長 与 町



（総　則）

第１条　平成２８年度長与町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 年度末排水戸数 戸

（２） 年間総排水量 ㎥
（３） 一日平均排水量 ㎥
（４） 建設改良事業 千円

イ　うち補助対象事業 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　

　第１款　下水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　　第３項　特別利益 千円

　第１款　下水道事業費用 千円

　　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別損失 千円

　　第４項　予備費 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

　不足する額317,210千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額12,225千円、過年度分

　損益勘定留保資金75,338千円及び減債積立金229,647千円で補てんするものとする。）。 

　

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項　企業債 千円

　　第２項　国庫補助金 千円

　　第３項　受益者負担金 千円

　第１款　資本的支出 千円

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　予備費 千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

取扱金融機関より借り入れた改造

資金に対して支払う利息相当額

償還期限到来後３か月を経過 取扱金融機関より借り入れた改造

した日から履行の日まで 資金の元金及び遅延利息の合計額

期　間

水洗便所改造資金に対する債務の
損失補償

691
支 出

437,988
207,341

限　度　額

平 成 ２ ９ 年 度 か ら
平 成 ３ ３ 年 度 ま で

120,778

229,647
1,000

91,400
28,687

水洗便所改造資金に対する利子補
給補助金

事　項

57,372

1,031,905
645,513

平成２８年度長与町下水道事業会計予算

15,629
4,483,877

12,285
205,181

7,300
1,000

収 入

収 入

888,605
89,284

1
支 出

986,189

386,391
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（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、

　若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する

　場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 千円

（２） 交際費 千円

（他会計からの補助金）

第１０条　企業債の利息等に充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は､165,000千円である。

平成２８年３月２日　提出

長 与 町 長　 吉　田　　愼　一

起 債 の 目 的 起債の方法

下水道施設整備事業

利 率 償 還 の 方 法

借入先の融資条件による。ただ
し、企業財政その他の都合によ
り繰上げ償還又は低利に借り換
えることができる。

限 度 額

73,713

91,400千円

100

 5.0%以内証書借入
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平 成 ２８ 年 度

長 与 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書



款 項 目 予定額（千円） 備 考

１下水道事業収益 1,031,905

１営業収益 645,513

１下水道使用料 642,812

２その他営業収益 2,701
竣工検査、設計審査
し尿処理施設負担金

２営業外収益 386,391

１受取利息及び配当金 740 預金利息

２他会計補助金 165,000 一般会計繰入金

３長期前受金戻入 220,645

４雑収益 6

３特別利益 1

１過年度損益修正益 1

款 項 目 予定額（千円） 備 考

１下水道事業費用 986,189

１営業費用 888,605

１管渠費 112,573 維持管理費

２処理場費 253,082 維持管理費

３総係費 77,442

４減価償却費 445,508
うち、85,946千円は、一般会計
繰入金より充当する。

２営業外費用 89,284

１支払利息及び企業債
　取扱諸費

79,054
うち、79,054千円は、一般会計
繰入金より充当する。

２消費税及び
　地方消費税

7,864

３雑支出 2,366 特定収入消費税相当額

３特別損失 7,300

１退職給付費 7,000

２過年度損益修正損 300

４予備費 1,000

１予備費 1,000

支　　　　　出

平成２８年度長与町下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入
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款 項 目 予定額（千円） 備 考

１資本的収入 120,778

１企業債 91,400

１企業債 91,400

２国庫補助金 28,687

１国庫補助金 28,687

３受益者負担金 691

１受益者負担金 691

款 項 目 予定額（千円） 備 考

１資本的支出 437,988

１建設改良費 207,341

１下水道事業費 205,181 補助及び単独事業費

２固定資産取得費 2,160 器具及び備品

２企業債償還金 229,647

１企業債償還金 229,647

３予備費 1,000

１予備費 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

支　　　　　出
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１

△ 3,158

5,792

比　較 118 78 △ 50 0

47前年度 656

0 1 783 1,085 576

7 7,227 4,159 324

本年度 774 234 387 47

156 437

（千円）

1,956

1,956

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

8 8,010 5,244 900

（千円） （千円）

2,634

退　職

手　当手　当 手　当 手　当 手　当 勤務手当 別勤務手当 手　当 手　当 手　当

3,066 657 3,723

手
当
の
内
訳

区 分

管理職 扶　養 通　勤 企　業 時 間 外 管理職員特 期　末 勤　勉 住　居

10,487 61,077

比
較

損益勘定支弁職員
（　）

1 3,318 △ 738 2,580 913 3,493

資本勘定支弁職員
（　）

0 315 171 486 △ 256 230

合 計
（　）

1 3,633 △ 567

64,800

前
年
度

損益勘定支弁職員
（　）

6 22,999 17,748 40,747 8,139 48,886

資本勘定支弁職員
（　）

2 6,830 3,013 9,843 2,348 12,191

合 計
（　）

8 29,829 20,761 50,590

本
年
度

損益勘定支弁職員
（　）

7 26,317 17,010 43,327 9,052 52,379

資本勘定支弁職員
（　）

2 7,145 3,184 10,329 2,092 12,421

合 計
（　）

9 33,462 20,194 53,656 11,144

給 与 費 明 細 書

総 括

区 分

職員数 給 与 費
法定福利費 合 計

一般職 給　料 手　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
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２ 給料及び手当の増減額の明細

給与改定 給与改定に伴う増減分

に伴う 給料の増減率 ％

増減分 給与改定の実施予定時期

平成28年3月下旬

昇給に伴う 平均昇給率 ％

増加分 （昇級期） （職員数）

昇給期別職員数 4 月 人

その他の 配転 職員数の異動状況

増 減 分

　本年度 人 人 人

　前年度 人 人 人

　増　減 人 人 人

配転の状況

　配転 0 人、 1 人

その他の 扶養手当

増 減 分 住居手当

通勤手当

企業手当

管理職手当

期末手当

勤勉手当

退職手当

３ 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与  

（２）初任給

△ 3,158

1,085

区分
増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

9 0

2,785

8 0

時間外勤務手当

783

給料

1

0

0

118

△ 50

備 考
（千円） （千円）

8

1 0 1

他会計へ 他会計より

576

△ 567 △ 567 78

（千円）

（現に在職する職員数） （その他） （計）

144

9

3,633

704 2.2

6

0.4

44歳8月

大 学 卒 176,700 176,700

高 校 卒 144,600

平成２７年　１月　１日現在

平均給料月額（ 円） 306,438

平均給与月額（ 円） 329,754

平  均  年  齢（歳）

一般行政職（円）

平成２８年　１月　１日現在

区 分 企 業 職

管理職員特別勤務手当

手当

平均給料月額（ 円） 301,119

平均給与月額（ 円） 323,131

平  均  年  齢（歳） 40歳11月

区 分 企　業　職　（円）
一般会計の制度

144,600
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（３）級別職員数

平成２７年１月１日現在

７ 級
（　　） （　　）

1

0

11

６ 級
（　　）

２ 級
（　　）

（　　）

1

2

４ 級
（　　） （　　）

（　　）

9

（　　）

0

（　　）

2 23

平成２８年１月１日現在

７ 級
（　　） （　　）

393

（　　）

５ 級
（　　）

1 12

（　　）

（　　）

25

12
３ 級

1

１ 級
（　　） （　　）

0

（　　）

0 0

６ 級
（　　）

12

計
（　　）

100

0

（　　）

計
（　　） （　　）

8 100

0 0

（　　）
１ 級

（　　）

0 0

33

５ 級
（　　） （　　）

3 33

４ 級
（　　）

３ 級
（　　）

3

（　　）

２ 級
（　　）

区 分
企 業 職

級 職員数（人） 構成比（％）
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（４）期末手当・勤勉手当

（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

（６）その他の手当

通 勤 手 当 同　　じ

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

一般会計の制度
（支給率等） 25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.59 49.59

その他の加算措置等 備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

一般会計
の 制 度

(    ) (    ) (    )
有

2.025 2.175 4.20

前 年 度
(    ) (    ) (    )

有
1.975 2.125 4.10

本 年 度
(    ) (    ) (    )

有
2.025 2.175 4.20

区 分
支給期別支給率 支給率計

職制上の段階、職務の級等による加算措置
６月（月分） 12月（月分） （月分）
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１．業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益 34,638,827

減価償却費 445,508,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 82,000

退職給付費引当金の増減額（△は減少） 8,913,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 308,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 98,000

長期前受金戻入額 △ 220,645,000

受取利息及び受取配当金 △ 740,000

支払利息 76,054,000

未収金の増減額（△は増加） 184,350

未払金の増減額（△は減少） 13,541,517

　　　　　小計 357,582,694

利息及び配当金の受取額 740,000

利息の支払額 △ 76,054,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 282,268,694

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 192,896,927

受益者負担金等による収入 691,000

国庫補助金等による収入 28,687,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 163,518,927

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 91,400,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 229,647,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 138,247,000

資金増加額 △ 19,497,233

資金期首残高 1,307,458,207

資金期末残高 1,287,960,974

平成28年度長与町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）
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円 円 円

１　営業収益

　(1)　下水道使用料

　(2)　その他営業収益

２　営業費用

　(1)　管渠費

　(2)　処理場費

　(3)　総係費

　(4)　減価償却費

　(5)　資産減耗費

　　 営業損失

３　営業外収益

　(1)　受取利息及び配当金

　(2)　他会計補助金

　(3)　長期前受金戻入

　(4)　雑収益

４　営業外費用

　(1)　支払利息

　(2)　雑支出

　　 経常利益

５　特別利益

　(1)　過年度損益修正益

　(2)　その他特別利益

６　特別損失

　(1)　過年度損益修正損

　(2)　退職給付費

　　 当年度純利益

　　 その他未処分利益剰余金変動額

　　 当年度未処分利益剰余金

平成27年度長与町下水道事業予定損益計算書

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

596,322,436

599,630,4363,308,000

67,369,603

446,725,260

83,824,582

209,382,470

5,925,269 813,227,184

213,596,748

225,437,593

512,000

178,000,000

82,927,806

9,634,309 413,583,902

2,756,098 85,683,904 327,899,998

114,303,250

7,000,000 7,044,070 △ 6,693,354

8,678

44,070

342,038 350,716

107,609,896

483,610,682

376,000,786
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１　固定資産 円 円 円 円

　(1)　有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　立木

ハ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ホ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　車両運搬具

　　　　減価償却累計額

　　ト　工具、器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　チ　建設仮勘定

　　　　有形固定資産合計

　(2)　無形固定資産

　　イ　電話加入権

　　ロ　施設利用権

　　　　減価償却累計額

　　　　無形固定資産合計

　　　　固定資産合計

２　流動資産

　(1)　現金預金

　(2)　未収金

　   　貸倒引当金

　　　 流動資産合計

　　　 資産合計

15,419,393

11,956,252,636

△ 702,000 14,717,393

1,307,458,207

1,322,175,600

60,109,202

△ 6,666,665 60,000,002

10,634,077,036

△ 244,932,668 424,570,544

13,558,122,746

△ 6,419,313,676 7,138,809,070

4,470,843,237

△ 2,347,599,249 2,123,243,988

平成27年度長与町下水道事業予定貸借対照表

1,270,290

△ 1,143,261

10,154,835

37,749,747

97,753,103

3,255,391

（平成28年3月31日）

669,503,212

127,029

748,458,962

資　産　の　部

10,573,967,834

△ 6,899,444

109,200

66,666,667

－9－



３　固定負債 円 円 円

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　引当金

　　イ　修繕引当金

　　ロ　退職給付引当金

　　　 引当金合計

　　　 固定負債合計

４　流動負債

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　未払金

　(3)　引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　 引当金合計

　(3)　その他流動負債

　　　 流動負債合計

５　繰延収益

　(1)　長期前受金

　  　 収益化累計額

　　　 繰延収益合計

　　　 負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1)　資本剰余金

　　イ　国庫補助金

　　ロ　受益者負担金

　　ハ　受贈財産評価額

　　　 資本剰余金合計

　(2)　利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　当年度未処分利益剰余金

　　　 利益剰余金合計

　　　 剰余金合計

　　　 資本合計

　　　 負債資本合計

323,449,933

2,732,522,323

671,120,009

4,222,950,556

483,610,682

4,633,451,245

908,000

△ 4,512,929,081

9,146,380,326

5,991,159

691,491,706

14,037,348

16,430,672

6,334,349

798,936,527

11,956,252,636

1,490,428,233

24,649

7,733,302,080

資　本　の　部

2,753,979,071

88,973,284

3,897,000

4,805,000

30,000,000

285,325,845

2,776,400,902

22,421,831

負　債　の　部

2,753,979,071

229,647,000

229,647,000
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１　固定資産 円 円 円 円

　(1)　有形固定資産

　　イ　土地

　　ロ　立木

ハ　建物

　　　　減価償却累計額

　　ニ　構築物

　　　　減価償却累計額

　　ホ　機械及び装置

　　　　減価償却累計額

　　ヘ　車両運搬具

　　　　減価償却累計額

　　ト　工具、器具及び備品

　　　　減価償却累計額

　　チ　建設仮勘定

　　　　有形固定資産合計

　(2)　無形固定資産

　　イ　電話加入権

　　ロ　施設利用権

　　　　減価償却累計額

　　　　無形固定資産合計

　　　　固定資産合計

２　流動資産

　(1)　現金預金

　(2)　未収金

　   　貸倒引当金

　　　 流動資産合計

　　　 資産合計

1,302,576,017

11,684,041,980

15,235,043

△ 620,000 14,615,043

58,775,202

10,381,465,963

1,287,960,974

109,200

66,666,667

△ 8,000,665 58,666,002

105,492,935

10,322,690,761

△ 1,143,261 127,029

12,154,835

△ 7,497,444 4,657,391

4,470,843,237

△ 2,532,107,249 1,938,735,988

1,270,290

△ 256,583,668 412,919,544

13,741,279,841

△ 6,666,730,676 7,074,549,165

748,458,962

37,749,747

669,503,212

平成28年度長与町下水道事業予定貸借対照表

（平成29年3月31日）

資　産　の　部
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３　固定負債 円 円 円

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　引当金

　　イ　修繕引当金

　　ロ　退職給付引当金

　　　 引当金合計

　　　 固定負債合計

４　流動負債

　(1)　企業債

　　イ　建設改良費等の財源に

　　 　 充てるための企業債

　　　 企業債合計

　(2)　未払金

　(3)　引当金

　　イ　賞与引当金

　　ロ　法定福利費引当金

　　　 引当金合計

　(3)　その他流動負債

　　　 流動負債合計

５　繰延収益

　(1)　長期前受金

　  　 収益化累計額

　　　 繰延収益合計

　　　 負債合計

６　資本金

７　剰余金

　(1)　資本剰余金

　　イ　国庫補助金

　　ロ　受益者負担金

　　ハ　受贈財産評価額

　　　 資本剰余金合計

　(2)　利益剰余金

　　イ　減債積立金

　　ロ　建設改良積立金

　　ハ　当年度未処分利益剰余金

　　　 利益剰余金合計

　　　 剰余金合計

　　　 資本合計

　　　 負債資本合計

4,257,589,383

11,684,041,980

394,520,173

587,808,914

1,279,300,620

163,288,741

30,000,000

14,037,348

6,334,349

691,491,706

資　本　の　部

2,978,288,763

671,120,009

△ 4,733,574,081

4,442,184,245

7,426,452,597

24,649

331,980,170

9,175,758,326

4,205,000

810,000

5,015,000

224,425,720

224,425,720

102,514,801

31,334,831

2,652,288,182

5,991,159

25,343,672

負　債　の　部

2,620,953,351

2,620,953,351
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Ⅰ．重要な会計方針

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法定額法による。

（２）無形固定資産

・減価償却の方法定額法による。

２．引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　１年目　　（平成26年度） 　　　　　　　　　　7,700千円

　２～５年目（平成27～30年度） 7,000千円×４年＝　28,000千円

　　　　　　　　　　35,700千円

（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）修繕引当金に関する経過措置

（４）貸倒引当金

３．消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

リース資産に関する特例措置

Ⅳ．その他

長期継続契約予定一覧

　当年度６月に支給される賞与（期末・勤勉手当）及びこれに係る法定福利費の
うち、前年度の負担に属する支給対象期間相当分（１２月から３月までの４ヶ月分）とし
て、賞与引当金 4,205千円、法定福利費引当金 810千円を取り崩す予定で調製している。

　リース会計に係る特例（施行規則第５５条）により、リース取引については引き続き通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討したうえで、
その貸倒見込額を計上している。

件 名 契 約 期 間 全 体 見 込 額 予算科目（款-項-目-節）

公用車リース料
平成28年4月2日
～平成30年4月1日

下水道事業費用-営業費用
-総係費-賃借料

375,840円

注記

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額から、長崎県
市町村総合事務組合における積立金相当額を控除した額を計上している。
　なお、会計基準変更時の差異については、平成２６年度から５年間にわたり、以下のよう
に分割して計上する。

合　　　　計

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末に
おける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を
計上している。

　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取
り崩すこととする。
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下水道使用料

下水道使用料

下水道使用料

下水道使用料

下水道使用料

電子計算機及び周
辺機器等ﾘｰｽ料

平成27年度　1,890 平成28年度から

平成31年度まで

水道料金・下水道
使用料ｼｽﾃﾑﾘｰｽ料

平成28年度から平成26年度から

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

前年度末までの支払義務発
生（見込）額

当該年度以降の支払義務発
生予定額 左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

千円 千円 千円 千円

水洗便所改造資金に
対する利子補給補助
金

水洗便所改造資金借
入者が、取扱金融機
関（㈱十八銀行、㈱
親和銀行及び長崎西
彼農業協同組合）よ
り借り入れた改造資
金に対して支払う利
息相当額

平成27年度まで

424

平成23年度から 平成28年度から

水洗便所改造資金に
対する債務の損失補
償

水洗便所改造資金借
入者が、取扱金融機
関（㈱十八銀行、㈱
親和銀行及び長崎西
彼農業協同組合）よ
り借り入れた改造資
金の元金及び遅延利
息の合計額

償還期限到来後
３か月を経過し
た日から履行の
日まで

限度額
に同じ

限度額
に同じ

平成25年度　6,000

2,980

1,878

公用車ﾘｰｽ料

161

平成27年度　161

平成28年度まで

平成32年度まで

424255

平成27年度まで

2,980 2,980

1,878

平成28年度から

161

平成29年度まで
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